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1.　はじめに
　ドメスティック・バイオレンス（以下 DV）は今日、ますます重要な問題となっている。
内閣府男女共同参画局が結婚経験のある人にアンケート調査を行ったところ、これまでに
“なぐったり、けったり、物を投げつけたり、突き飛ばしたりするなどの身体に対する暴
行を受けた”ことがあった人は女性 24.9％、男性 13.6％だった 1）。結婚経験ある女性の約
4人に 1人、男性の約 7.3人に 1人である。2008年には、若者の間の DVや性同一性障害
を扱ったテレビドラマ「ラスト・フレンズ」が放映され、話題を呼んだ。それまで一部の
人々の問題、「見えない問題」とされてきた DVが、次第に社会問題として捉えられつつ
ある。
　では、具体的に DVとはどのようなものだろうか。それが社会に「見える問題」として
認識されたのはいつだろうか。また、被害者を支える社会的な仕組みとはどのようなもの
で、課題は何なのだろうか。
2.　DVの定義と特徴
　（1）　定義
　DVと聞くと、夫が妻を殴ったり蹴ったりする様子をイメージしがちである。しかし実
際には様々な定義があり、配偶者間だけでなく親子間の暴力を含む家庭内暴力として捉え
る見方もある。
　一般的な DVの定義としては、「配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者か
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らふるわれる暴力」をさすことが多い 2）。そこには夫から妻への暴力だけでなく、妻から
夫、あるいは彼氏（彼女）から彼女（彼氏）への暴力といったケースも含まれる。「親密
な関係」という単語が鍵となるが、配偶者や恋人をはじめ、事実婚の場合や離婚後も含ま
れるとされる3）。基本的に恋愛関係にある（あった）二人が想定されている。
　そしてそこで言う「暴力」は、内閣府男女共同参画局によれば、「身体的なもの」、「精
神的なもの」、「性的なもの」の 3つに分類される。具体的には殴る・蹴るから始まり、も
のを投げつける、大声でどなる、何を言っても無視して口をきかない、生活費を渡さな
い、いやがっているのに性行為を強要する、避妊に協力しない等、様々な行為が該当する
とされる。その定義からすれば、DVは意外にも、親密な関係にある多くの人々の間で日
常的に起こり得る問題とも考えられる。
　（2）　特徴
　こうした DVに特徴的なのは、第 1に家庭内で行われることである。その結果、外部か
ら発見されにくい上に介入が困難である。「法は家庭に入らず」という言葉があるが、法
に限らず個人にとっても私的な問題に介入するのは躊躇われがちである。これは恋人同士
の DV（以下デート DV）にもあてはまり、たとえ被害者が第三者に相談しても「二人の問
題」、「ただの痴話喧嘩に過ぎない」と聞き流されてしまう可能性がある。
　第 2に、継続して暴力がふるわれる点が挙げられる。一つ一つが些細な暴力であって
も、それが継続しエスカレートすることで次第に被害者が無気力化していくおそれがあ
る。そうなると被害者は暴力から逃れることが難しくなると言われている。
　第 3に、周囲の人々の偏見の問題がある。二次被害とも言われるが、たとえば親戚や友
人等に相談したところ「お前にも悪いところがあったのではないか」、「あんなに良い人が
暴力をふるうわけがない」と逆に被害者が責められるケースも多々ある。裁判所や警察等
の公的機関においても対応者によっては同様の二次被害が生じることがある。
　第 4に、子供に悪影響を与える点である。暴力を目の当たりにすることで、子供の心身
の健康状態に影響が表れることがある。また、暴力を見て育ったため、コミュニケーショ
ンの手段として暴力を用いてしまう可能性がある。
　第 5に最も際立つ点として、社会における女性差別的な考え（ジェンダーバイアス）が
DVを生み出している。家父長制、性別役割分業等のような「女性は家庭に入り男性を支
えるべき」という考えや、そこから発生する「女性をしつけるためには時には殴ってでも
言うことを聞かせるべき」という男性の主張は社会において一般的であった。日本に限ら
ず諸外国においても、男性は女性に対して懲戒権があると考えられていたこともあり、
DVが容認されてきたと指摘される4）。このようなジェンダーバイアスは現代では変化し
つつあるが、未だに社会に根強く残っている5）。
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　こうした特徴が複雑に絡み合い、被害者は自身の被害を訴えづらい状況にある。
　（3）　「女性の人権侵害」としての DV
　現在、世界各国では DV防止法が成立しているが、そこに至る過程で DV被害を受けて
いる女性たちが自分の被害を社会に訴えるきっかけとなったのが、1960年代後半以降の
フェミニズム第二波である。
「第二波フェミニズムは、ドメスティック・バイオレンスという概念を用いることで、
個人的な関係で成り立つ私的な領域であり、女性がその性役割を果たすべき場として
囲い込まれた領域であるドメスティックな関係でこそ、男の暴力が女を支配する有効
な手段として使われること、社会における女と男の不平等な力関係が私的関係におい
て男に暴力の行使を許し、個々の男女の関係での男の暴力が男性支配の社会構造を維
持、再生産するしくみとして機能していることを、明らかにしていった。ドメスティ
ック・バイオレンスという概念を得たことで女性たちは沈黙を破り、自らの経験や感
情を素直に語ることができたのである。」6）
　つまり DVは男性が女性を支配する手段であり、それが許されることによって男性優位
の社会が作り上げられてきたという認識が広がる。
　その後 DVは国際的な重要課題として取り上げられ、1985年 7月の「『国際婦人の十
年』ナイロビ世界会議」以降、様々な世界会議を経て女性に対する暴力の撤廃に向けての
宣言や行動が打ち出された。特に「女性 2000年会議」では、各国が取るべき行動の 1つ
として、あらゆる形態のドメスティック・バイオレンス犯罪に対処するための法律制定等
が規定された 7）。
　このような国際会議が各国で DV防止法の制定に貢献した。それまで「懲戒権」という
名で夫に与えられていた権利としての暴力が実は女性に対する人権侵害であったという認
識が生まれ、その問題に対して各国は対応を求められたのである。
3.　日本の DV防止法
　（1）　DV防止法の構造
　日本でも「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下 DV防止法）
が 2001年 4月、超党派の女性議員が中心となって法律案を作成した議員立法として制定
された。その後 2004年と 2007年に一部改正されている。
　DV防止法前文は、「配偶者からの暴力は犯罪となる行為を含む重大な人権侵害」であ
り「男女平等の実現の妨げとなっている」と示し、国民の理解を促すと同時に、配偶者の
暴力に取り組む国家の責務を明示する。国連人権委員会の「女性に対する暴力」特別報告
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者であるクマラスワミは、女性に対する暴力を放置することは暴力を永続化することにつ
ながると指摘する。国際人権法下にある国家にとってあってはならない、だからこそ国家
は女性に対する暴力に対し、人権問題としてその防止に取り組まねばならないと彼女は論
じる8）。日本の DV防止法の前文にもその理念が示されている。
　この DV防止法は「配偶者からの暴力」を対象とする。この「配偶者」は、事実婚の者
を含む（1条 3項）が、恋人や交際相手を含まない。元配偶者については、離婚後も引き続
き暴力を受ける場合は「配偶者からの暴力」に含まれる9）。DV防止法が対象としている
DVは、前述したような一般的な DVの定義とは異なることに注目する必要がある。「配
偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者からふるわれる暴力」の中でも、特に配
偶者からの暴力のみに対象が絞られている。
　国及び地方公共団体の責務としては、主務大臣は配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護のための施策に関する基本方針を（2条の 2）、都道府県は基本方針に即して基本計画
を定めるものとされる（2条の 3）。施策の一環として、配偶者暴力相談支援センターが設
置される。都道府県は、婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴
力相談支援センターとしての機能を果たすようにする義務を負う（3条 1項。市町村は努力義
務─ 3条 2項）。同センターは、被害者に対し、相談、カウンセリング、一時保護、被害
者の緊急時における安全の確保等を行う（3条 3項）。
　また、配偶者からの暴力を受けている者を発見した者は、配偶者暴力相談支援センター
または警察官に通報するよう努めるものとされる（6条）。医師その他の医療関係者は別途
守秘義務が課されていることから、通報にあたって被害者本人の意思を尊重するよう求め
られる。
　重要なのは保護命令である。被害者が配偶者からのさらなる暴力を受けるおそれが大き
いとき、裁判所は、被害者の申し立てにより、当該配偶者に対し、6カ月間の被害者への
接近禁止や 2カ月間の住居からの退去などを命じられる（10条）。裁判所は、申立てがあ
った場合は速やかに裁判をしなければならない（13条）。保護命令に違反した者は 1年以
下の懲役または 100万円以下の罰金に処される（29条）。
　（2）　性中立的な名称の特別法
　この法律は、「男性配偶者からの暴力」ではなく「配偶者からの暴力」という性中立的
な名称を用いている。ここには、議員立法の協議の際に「保護命令違反を刑罰とするにも
かかわらず、罰則の対象を男性のみとすることは、憲法 14条が定める法の下の平等に抵
触する」という意見が提示されたことも関係する10）。
　国によってはこのように DV問題に特化した特別法を設けていないところもある11）。日
本では DVは刑法上も暴行罪や傷害罪に当たるが、DVはその場限りで終わる一般の暴力
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と異なるので、刑法では対応しきれない部分を補う必要性が出てくる。そのための特別の
施策を実現すべく DV防止法という特別法が制定された12）。私的領域における暴力は許さ
れない行為であると宣言する役割を果たし、その暴力に対して総合的に施策を定めている
点で、特別法として成立したことは評価できるだろう。
　（3）　DV防止法が示すもの
　この DV防止法の前文と定義から、2つのことが見えてくる。
　1つ目は、DVが「女性の人権問題」として取り上げられてきたことである。第二波フ
ェミニズムに始まり、様々な国際会議を経て日本にも DV防止法が制定された。その流れ
の中で常に DVは「女性の人権問題」であり、女性を私的領域に追い込んできたことに対
する国家の責任が問われた。確かに配偶者からの暴力の被害者は大部分が女性であり、声
を上げることが出来ない彼女たちへの暴力は社会によって黙認されてきた。まさに「見え
ない問題」であった。
　しかし男性被害者が少数であっても存在することに注意しなくてはならない 13）。DVに
当たる暴力の中には、「物を投げつける」、「何を言っても無視して口をきかない」、「人前
でバカにしたり命令するような口調でものを言ったりする」など、力を必要としない暴力
も含まれる。夫から妻への暴力に比べ生命・身体への危害が軽いとも考えられるが、それ
がエスカレートしていけば PTSDに繋がり得るであろうし、そもそも暴力の程度ではな
く夫婦間に暴力を手段とした支配従属関係が存在することが問題とされてきたはずだっ
た。
　もちろん、「女性の人権問題」は重要なテーマである。ただ、男性が女性を支配すると
いう構造ばかりがクローズアップされ、実際には男性被害者も存在することが社会的に認
識されないのもまた「見えない問題」を作る要因となる。声を上げられない女性がいたよ
うに、「DV被害者は女性が大多数」、「妻に殴られる夫は情けない」とされることで声を
上げられない男性が出てくることも十分に考えられる14）。
　日本の DV防止法は性中立的な規定になっており、配偶者暴力相談支援センターは男性
被害者も利用できるとされる15）。だが、法の解釈を導く前文が「配偶者からの暴力の被害
者は多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加える
ことは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている」と記載することで、
DV防止法が「女性の人権問題」のための法だと強調している点は注意を要する。条文と
しては性中立的であっても、解釈し執行する公的機関が適切に男性被害者に対応できない
可能性を生むからである。
　2つ目は、日本の DV防止法における「被害者」が狭い範囲に限定されていることであ
る。前述したように一般的な DVの定義には恋人からの暴力も含まれる16）。しかし現行の
198
DV防止法では、内縁関係に至らない恋人は対象とならない。さらに恋人というのは異性
間だけでなく、同性間でも成立し、性同一障害のカップルもあり得る。そうしたカップル
の一方が相手に対し暴行した場合にも、前述の一般的定義からすればデート DVが成立し
得るが、DV防止法の対象にはならない。日本において同性婚は法的に認められていない
ため同性同士の配偶者はあり得ないが、性同一性障害によって戸籍変更した配偶者の場合
は DV防止法の対象になると言えるだろう。
　以上に挙げた 2点からわかることは、DV防止法で語られている被害者像は一般的定義
における DV被害者と一致しない部分があることである。私見では、DVはジェンダー問
題の側面もあるが、私的領域における暴力の問題でもある。男性被害者であっても心身に
対する不法な攻撃があれば、その尊厳は害されるだろう。それは配偶者間に限らず異性間
又は同性間の恋人についても同様である。親密な関係にあり本来対等であるはずの二者間
において、暴力による支配従属関係が成り立っていること自体が問題なのである。
4.　男性被害者を想定した DV防止法
　これらの問題点に対しては、まず前文の修正が必要である。「人権の擁護と男女平等の
実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護するための施策を講ずる
ことが必要である」とされるが、それに加えて私的領域における暴力は男女問わず許され
ないことを強調すべきである。社会的にその被害を見過ごしてはならないこと、そのため
に国家が施策を定めることを明記すべきである。被害者の多くが女性であることは確かだ
が、それが前提とされることによって男性被害者への対応が軽視される可能性が考えられ
る。経済的自立が困難である女性に対しての支援は別に条文で規定すればよく、法律全体
の解釈を導く前文に記す必要性はないと思われる。
　また DV防止法は、都道府県はその設置する婦人相談所その他の適切な施設において、
当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとしてい
る（3条 1項）。ここでは都道府県の女性センター等が想定されているが、こうした名称の
施設は女性を対象とするものと思われ、男性被害者にしてみれば利用が躊躇われるだろ
う。機能としては男性被害者をも受け入れるのだろうが、名称のために「DV被害者は女
性である」との認識を払拭できないのではないだろうか。都道府県設置の福祉事務所も当
該センターとして機能させることができるとされているからその点を強調するか、あるい
は別個に「配偶者暴力相談支援センター」と名称の付く施設を設置し、総合的な支援を被
害者に提供するのが理想である。
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5.　デート DVへの対応
　（1）　デート DV被害者について
　ではデート DVについてはどのように扱うべきなのだろうか。DV防止法制定に向けた
議論の中では、「恋人はあいまいな概念であり、保護命令違反に罰則を付ける場合、その
定義付けが難しいのではないか」、「婚姻に伴うしがらみのない恋人については自己決定権
も奪われた“囚われの身”とはいえないのではないか」、「ストーカー行為等の規制等に関
する法律（以下ストーカー規制法）の施行によって、恋人や元配偶者はカバーできるのでは
ないか」との意見があり、DV防止法の対象とはならなかった17）。確かに恋人は法的に承
認されている婚姻とは異なり、どこからが恋人であるかの定義は難しく、一方が恋人と思
っていても他方が思っていないケースもある。さらに民法に規定されるような同居義務も
なく、その分従属の程度は軽いとも考えられる。しかし戒能は、DV防止法がその対象を
「配偶者」に限定している点について DVの実態を反映していないとし、近代法の「法は
家庭に入らず」という原則が恋人や婚約者や同棲相手等の個人的な関係に外部は介入すべ
きでないという常識を作り出してきたと指摘する18）。
　（2）　ストーカー規制法による救済の限界
　デート DV被害者の救済に一定の役割が期待できるものに、ストーカー規正法がある。
同法は 2000年に成立、施行された議員立法の法律で、つきまとい等やストーカー行為に
よって被害者に不安を覚えさせた者に対して警察本部長・警察署長が警告を行い（4条 1
項）、警告に従わない者に対して公安委員会が罰則付きの禁止命令を発する（5条 1項）制
度を作り上げた。そこでは、警察は被害防止措置の教示など必要な援助を行うこととさ
れ、被害防止のための措置を講ずる努力義務が設けられている（7条）。
　この法律ではつきまとい等の行為の主体に何の限定もないので、交際相手・元配偶者に
よる行為はもとより、配偶者による行為も当然に規制の対象となるとされている19）。デー
ト DVで問題となる恋人関係についても同法は妥当する。特に性別に関する規定もないた
め、同性同士のカップルにも適用できると考えられる。たとえば、同棲中に交際相手から
暴力を受けて友人宅等に逃げ込んだがしつこくつきまとわれたというケースであれば、ス
トーカー規制法の対象となり、警告が行われ、従わない場合は禁止命令が発令される。そ
の点ではストーカー規制法でも被害者救済は可能である。それまで介入すべきでないとさ
れてきた個人的関係に、被害者保護のため公的機関の介入が可能となった点も DV防止法
と軌を一にする。
　しかし、同棲していた住居からの退去命令はストーカー規制法に規定されていない。ま
た、一時保護等は DV防止法に規定されており、その対象は配偶者から暴力を受けた被害
200
者のみである。配偶者暴力相談支援センターも同様で、そこでの相談や一時保護、カウン
セリングなどに関わる支援は、デート DV被害者を想定していない。ストーカー規制法に
も類似の規定はない。
　実際、デート DVのほとんどのケースはストーカー規制法で対応可能であろう。配偶者
と異なり、恋人は同居義務がないからである。配偶者からの暴力は、同居しているからこ
そ被害が発見されにくく、外部からの介入を必要とした。恋人同士の場合は同居しておら
ず、比較的避難することが容易である。ただ、配偶者暴力支援センターの利用は可能とす
べきだろう。
　問題は同棲しているカップルの場合である。DV防止法では、事実婚における暴力も対
象に含まれている。しかし同棲しているカップルの場合は含まれない。共に生活していた
住居から避難した後、必要物を取りに戻りたいと考えた際、それを支える仕組みがない。
また、離婚後の元配偶者に対する保護命令の発令が可能となっているのは、別れ際に暴力
が激しくなる傾向があるという点が考慮されているからである20）。その傾向は同棲してい
るカップルにもあるだろう。したがって、同棲しているカップルに関しては DV防止法の
適用を認めてもよいのではないか。同性同士のカップルで同棲している場合にも、同じく
DV防止法の適用を受けるべきだと考えられる。確かに恋人の定義は難しく、罰則のつい
た保護命令を適用するには慎重でなければならない。しかし、同棲しているカップルに対
する適当な救済が他にない以上、DV防止法の保護命令に頼らざるを得ないのが現状では
ないだろうか。
6.　様々な DV被害者への支援
　実際には一般的な DVの定義は広く、DV防止法で対応しきれる範囲は未だ限られてい
る。DVでは、（加害者にとって）些細な言動から暴力がエスカレートしていくケースも
考えられるが、その「些細な言動」に対して保護命令は当然発令されない。そこまで適用
を認めてしまうと、今度は発令される者に対する権利侵害が発生するおそれがある。
　保護命令にまで至らない DVについては、配偶者暴力相談支援センターの存在が重要に
なってくる。同センターでは「被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること」
としている（3条 3項 1号）。具体的には、配偶者からの暴力への対処方法、救済方法等に
ついて相談に応ずることが考えられる21）。前述したように、同センターは利用者を配偶者
のみに限定するのではなく、配偶者以外の者にも広く開放すべきである。実際、自治体の
パンフレット等ではデート DVの相談窓口として当該センターが挙げられていることが多
い 22）。しかし、規定に明記されていなければ自治体によって対応が異なる可能性も出て
くるだろう。どのような形であっても DVは許される行為ではないという姿勢を DV防止
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法に明記し、より多くの被害者が相談しやすい体制を整備していくことが重要だと思われ
る。
　また、DV防止法は民間団体との連携・援助についても定めている（3条 5項、26条）。こ
の法律自体が「DV被害者＝女性、DV加害者＝男性」という図式を踏まえているように
も見えるが、たとえば同性愛や性同一性障害の被害者などにも対応できるよう、配偶者暴
力相談支援センターは関係する民間グループと連携を取るべきであるし、国及び地方公共
団体もその援助を行うべきである23）。
　さらに、DV防止法には調査研究の推進等についても規定されている（25条）。内閣府男
女共同参画局をはじめ全国の自治体が DVに関するアンケート調査を行っているが、男性
被害者、同性愛や性同一性障害の被害者に配慮した調査はほとんど行われていない。この
ような様々な DV被害者を想定した調査を行うことによって、見えてくる傾向があるし、
対象者の意識啓発にもつながるであろう。被害者の多様性に即した支援のためには、より
細かな調査が必要であると思われる。
7.　おわりに
　私事ではあるが、筆者は大学入学時から DV被害者を支援するボランティアに参加して
いる。この活動に取り組んでいく中で 1つの問題意識と出会った。そもそも筆者自身も
DVはジェンダーから生ずるものであり、女性に対する人権侵害に他ならないと考えてい
た。だから最初、様々な女子学生から聞いた話の中に「彼氏に DVしてしまうんですけ
ど、どうしたらいいですか」というような内容があることに驚いた。それまで筆者自身の
中に存在していた「DV被害者＝女性、DV加害者＝男性」という図式が崩れていったの
である。また、DVは殴る・蹴るだけではなく様々な暴力も含まれることを知ると、ます
ます DV被害者には男性もいるのではないかと考えるようになった。そこから発展し、た
とえば同性愛者や性同一性障害者の DVも想定できる。しかし、それに対する支援はおろ
か、具体的な調査も、広く知られているわけではない。
　筆者は DVのジェンダー問題としての側面を強調しすぎることは危険であると考える。
そうすることによって、男性被害者や同性愛の被害者等が声を上げづらくなるからであ
る。声を上げるどころか、そもそも自身の被害が DVに当てはまるのか認識できないとい
う状況を生む。これまで、妻に対する暴力は暴力として社会が認めていなかったため、妻
は泣き寝入りせざるを得なかった。逆に、夫に対する暴力も暴力として認める姿勢が社会
になければ、被害者は助けを求めることができないだろう。勇気を振り絞って公的機関に
助けを求めたが、男性であるがゆえに支援を受けられないということでは、真の意味での
DV問題の解決には至らない。それは同性愛者やデート DVに関しても同様である。
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　筆者にとって DVとはジェンダーの問題だけでなく、個人的な関係における支配従属の
問題でもある。夫婦や恋人は対等な関係であり、どちらか一方が他方に対して支配される
関係ではない。個人の尊厳は男女の別なく存在し、守られるべきものである。その旨は
DV防止法前文に明記されるべきだろう。そして、研修を受けた公的機関の職員によって
確実に支援を受けられるよう、体制を整備していくべきだと考える。
　DVとされる暴力は範囲が広く、何が DVであるかという適切な定義も難しい。どのよ
うな被害者を法によって保護するかという線引きもまた困難である。時代によって変化
し、求められる施策も変わっていくだろう。多様な被害者が何かしらの支援を受けられる
よう様々な施策を用意すると同時に、法のあり方を社会全体で常に見直していく姿勢が
DV問題の解決に繋がっていく。
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